
令和 8 年 4 月

令和 8 年度 令和 17 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

4,950 円 3,649 円

4,950 円 4,274 円

4,950 円 3,968 円

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　別紙１

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実
施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を
含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和４年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和４年度

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

23.6人/ha

　２箇所（会津高田浄化センター、会津本郷浄化センター）

無

処 理 区 数 　２処理区（高田処理区、本郷処理区）

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

平成27年度に公共下水道事業計画区域を縮小する見直しを行っており、計画面積を444haから391.5haへ変
更しました。また、整備完了予定年度を令和２年度から令和７年度に変更しました。

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

令和５年度 令和５年度

令和６年度 令和６年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

　別紙１

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　別紙１

別添２－1

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法適（一部適用）

会津美里町下水道事業経営戦略

平成15年度
（21年）

福島県大沼郡会津美里町

公共下水道事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：
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③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

別紙２に令和５年度決算の経営比較分析表を添付しています。
・分析内容
【経費回収率】
　類似団体と比較し高い値となっていますが、汚水処理に係る費用が使用料の収入により賄われていない状況のため、接続率向上等の
施策を実施し、収益基盤の強化が必要な状況です。
【汚水処理原価】
　類似団体と比較し高い値となっていますが、小規模団体でスケールメリットが出にくく、維持管理費や資本費が割高になっている可能性
があるため、包括委託や広域連携で維持管理費を抑制するなどの取組みが必要な状況です。
【水洗化率】
　類似団体と比較し低い値となっています。接続率向上に対する取組みが必要な状況です。

　この経営比較分析表を活用し、他の他の類似団体との比較や分析を行い経営の現状及び課題を把握し経営計画に反映していきます。
　また、より正確な経営状況及び財政状態を把握するため、令和２年度から地方公営企業法の一部（財務規定等）を適用しました。

職 員 数
 水道事業及び下水道事業は12人で運営しており、上下水道総務係、上下水道係に分かれて業務に当たっ
ています。下水道事業における職員給与の予算措置においては、損益勘定支弁職員３名、資本勘定支弁職
員１名を配置しています。

下水道事業（公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、特定地域生活排水処
理事業）については、水道事業と併せ運営されています。

【下水道事業運営組織】
課長１名　課長補佐１名　上下水道総務係４名　上下水道係６名

【組織体制の再編及び実施年度】
平成31年４月機構改革により上下水道課と建設課が統合
建設水道課　職員数25名
課長１名　課長補佐２名　上下水道総務係４名　上下水道係６名　管理係６名　建設係６名

　下水道は、汚泥中の有機物、再生可能エネルギー熱である下水熱
など多くの資源・エネルギーポテンシャルを有していますが、初期投
資に要するコストが大きく、処理場の規模によりスケールメリットが十
分に働かないなどの点があり活用していません。

　特になし

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

　包括的民間委託等について検討していく予定ですので、指定管理
者制度については未検討です。

　事業実現性、導入可能性を検討していきます。

 イ　指定管理者制度

　消防用設備保守点検、処理場運転維持管理業務、処理場警備、電
気保安業務、下水道台帳整備を民間事業者に委託しています。今後
も住民サービスの向上と人件費のバランスを考慮しつつ、窓口業務
や料金関係のアウトソーシングも視野に入れ、費用対効果の向上に
より経費削減を図れるよう検討していきます。

民 間 活 用 の 状 況
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２．将来の事業環境

（１）

（２）

処理区域内人口の予測

有収水量の予測

　処理区内人口の推計値は、行政人口の減少に伴い減少していくものと予測しています。
　国立社会保障・人口問題研究所が令和５年12月に公表した、日本の地域別将来推計人口を基にした推計では、毎年約2％減少していく
割合となっています。処理区域内人口の減少割合が同様の減少率として推計した場合、令和17年度の処理区域内人口は6,301人となりま
す。

　有収水量の予測は、過年度(R2～R6)の１人１日あたりの有収水量の平均値を算出し、将来の水洗化人口を乗じて推計しています。
　処理区域内人口は減少傾向にありますが、水洗化人口及び有収水量は増加傾向になると予測しています。下水道整備が概成し、公共
下水道の接続促進による水洗化人口の増加を見込んでいます。
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（３）

（４）

（５）

使用料収入の見通し

施設の見通し

　　管渠の整備済み面積は、令和５年度末で350.6ha、計画処理面積の89.6％です。令和５年度末時点で法定耐用年数を経過した管路は
ありません。令和６年度に管路に係るストックマネジメント計画を策定し、適切な維持管理を行うことで長寿命化を図っていきます。
　また、浄化センターの設備については、耐用年数が経過した設備もあることから、令和５年度に策定した施設・設備に係るストックマネジ
メント計画に基づき、予防保全型による維持管理と長寿命化を図り、設備投資の費用を平準化するよう計画的な更新を行います。

組織の見通し

令和８年度に組織改革を実施予定です。参考として、現状の組織体制を下記に記載します。
下水道事業（公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、特定地域生活排水処理事業）については、水道事業
と併せ運営されています。

【下水道事業運営組織】
課長１名　課長補佐１名　上下水道総務係４名　上下水道係６名

【組織体制の再編及び実施年度】
平成31年４月機構改革により上下水道課と建設課が統合
建設水道課　職員数25名
課長１名　課長補佐２名　上下水道総務係４名　上下水道係６名　管理係６名　建設係６名

　　　　　　　　※令和２年度から令和４年度は感染症対策生活応援事業として基本料金の半額減免を実施

　使用料収入の見通しは、町内部で整理している水洗化率の推計及び過年度の使用料収入を加味した推計としています。
　下水道整備の進捗に伴い接続数が増加しており、計画期間中の使用料収入についても公共下水道の接続促進の取り組みや水洗化の
増加に伴って使用料収入は増加していく傾向と予測しています。
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３．経営の基本方針

・効率化経営健全化のための取り組み方針
　処理区域内の接続率向上を図るとともに、より一層コスト削減に積極的に取組み施設の有効的かつ効率的な事業運営と、業務の効率化
を図り経営の健全化に努め、適切な施設管理により将来にわたり持続的なサービスを提供します。
　また、令和２年４月１日に地方公営企業法の一部（財務規定等）を適用したことにより独立性及び透明性を高めるとともに今後の計画に
反映していきます。

全体計画　・計画年次目標　　令和９年度
　　　　　　　　　　・計画処理区域　　391.5ha
　　　　　　　　　　・計画処理人口　　7,500人
　　　　　　　　　　・計画処理汚水量　3,900㎥/日（日最大）

・経費回収率の向上に向けたロードマップ

【経費回収率向上の取組】
・会津高田・会津本郷浄化センターの運転維持管理については、債務負担行為による複数年度契約（３年間）を締結しており、仕様書に
　より業務内容を定め、業務を円滑に実施し、機器の正常運転の確保に努めています。今後PPP/PFIの導入調査・検討を行い、さらなる
　業務の効率化、民間活力導入を図ることで、経費の縮減に取り組んでいきます。
・機器更新時には、省エネルギー機器の導入を検討します。また、機器の運転時間の最適化や電気料金プランの見直しを毎年行うことで、
　動力費使用量の削減に努めます。
・ストックマネジメント計画に基づく下水道施設の更新等により、耐用年数の長寿命化によるコストの低減や建設改良費の平準化を図り、
　改築・修繕費の支出を抑制します。

【水洗化率向上の取組】
・水洗化率、経費回収率を向上させるため、継続して水洗化改造費助成金及び接続促進助成金を交付しています。公共下水道事業整備
　完了年度の変更に伴い、助成期間を令和10年度まで延長しました。
・町広報紙、町ホームページ等により、下水道接続率の普及啓発活動を行っていますが、供用開始後未接続である方へ個別に勧奨通知
　等の送付を行い、下水道接続率の向上を図っていきます。
・使用者の利便性向上のため、使用料の支払い方法のキャッシュレス決済導入について検討します。

指標
令和２年度
（実績値）

令和５年度
（実績値）

令和17年度
（目標値）

経費回収率 84.6% 77.8% 88.9%以上

水洗化率 48.0% 53.5% 79.2%以上
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４．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　３　

（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

・管渠、処理場等の建設・更新に関する事項
　管渠工事については、令和７年度で完了しています。また、令和７年度からストックマネジメント計画に基づき処理場設備の修繕、
  更新を計画的に進めます。
・投資の平準化に関する事項
　施設の更新に当たっては、予防保全型維持管理により長寿命化を図り、ライフサイクルコストの低減と投資の平準化を図りながら
　計画的に進めていきます。

・使用料収入の見通し、使用料の見直しに関する事項
　接続促進の取組や大口利用者の使用再開、新築アパートの建築等により、計画期間中の接続数は増加していくと見込んでいますが、
　人口減少等により使用料収入の伸び率は小さくなると予測しています。
　毎年度、収支のモニタリングを行い、料金改定の時期を検討します。
　継続して水洗化改造助成金及び接続促進のための助成金を交付しておりますが、公共下水道事業整備完了予定年度の変更に伴い助
　成期間を令和10年度まで延長し、接続率の向上を目指します。
・企業債に関する事項
　建設改良費については、下水道事業債と過疎対策事業債の借入を予定しており、公債費支出の平準化を図るために資本費平準化債を
　借入れる予定です。また平成29年度から令和元年度まで公営企業会計適用債の借入を行いました。
・繰入金に関する事項
　一般会計繰入金は、繰出基準に基づいて算定するとともに、収支不足額を基準外繰入として算定します。

・職員給与費に関する事項
　包括的な民間委託を検討しつつも、当面は職員数を変えずに、令和７年度予算ベースで算定し、以降は昇給等を勘案した増加を見込ん
　で算出しています。
・動力費に関する事項
　令和７年度予算ベースで算定し、毎年汚水処理量の増加や物価上昇による経費増を見込んで算出しています。
・薬品費に関する事項
　令和７年度予算ベースで算定し、毎年汚水処理量の増加や物価上昇による経費増を見込んで算出しています。
・修繕費に関する事項
　令和７年度予算、ストックマネジメント計画に基づき算定し、毎年経年劣化や物価上昇による修繕費の増加を見込んで算出しています。
・委託費に関する事項
　令和７年度予算ベースで算定し、施設の経年劣化及び汚水処理量の増加による経費増を見込んで算出しています。

　計画区域内の未整備管渠については、令和７年度完成で計画しています。今後、法定耐用年数を超過す
る設備が増加していくため、必要な修繕・更新を進めていきます。また、平成29年度から令和元年度まで公
営企業会計適用のための業務委託を行い、令和２年度より適用となりました。

目 標

　補助事業に係る国庫補助金収入を計画しています。企業債については建設改良に伴う企業債及び資本費
平準化債の借入を計画しています。企業債の借入額については、借入年度の償還元金を上限とすることを
目指し、借入金残高の縮減を図ります。
　工事負担金については、管渠工事及び後付公共マス設置工事に伴う受益者負担金を見込んでいます。

目 標
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

　下水道事業における資産は、施設等の固定資産が主なため現在は検討を行っており
ませんが、今後必要に応じ検討していきます。

　経費回収率の向上に向け、少なくとも5年に一度、使用者の適正な費用負担について
検討し、必要な場合は住民の理解を得て、料金改定を行っていきます。
　料金改定を具体的に検討する際には、経営の健全性・効率性の現状と将来予測より、
適正な料金の検討を行います。

使用料の見直しに関する事項

　特になし

　業務委託については、仕様発注から性能発注への発注スタイルの変更を検討し、包
括的民間委託などのPPP/PFI等の活用など委託手法について検討していきます。

　補助事業による建設改良工事（管路）は令和７年度で完了しています。施設及び管路
の更新については、ストックマネジメント計画に基づき、予防保全型維持管理により長寿
命化を図りながら投資を平準化していきます。

　包括的民間委託を検討しながら更なる経費削減が図れるよう取組んでいきます。広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の
解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　毎年度、進捗管理（モニタリング）を行い、また最低でも5年ごとに見直し（ローリング）を行い必要
に応じて更新を行っていきます。

職員給与費に関する事項
　包括的な民間委託を検討しつつも、法適化に伴う事務量の増大に伴い職員削減は困
難な状況から、当面は職員数を変えずに現行の人数を維持していきます。

動力費に関する事項 　設備更新・改修の際に省電力のものへ変更を検討していきます。

修繕費に関する事項
　長寿命化によるライフサイクルコストの低減と投資の平準化が図れるようストックマネ
ジメント計画に基づき適宜必要な修繕を実施していきます。

委託費に関する事項 　統合できる委託業務について検討し、経費の削減・効率化に努めていきます。

その他の取組 　特になし

薬品費に関する事項 　運転管理委託費に含めるなど経費削減が可能か検討していきます。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

　当面は現在の民間委託を継続し、包括的民間委託を検討しながら更なる経費削減が
図れるよう取組んでいきます。

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組 　特になし
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別紙1 

区分 使用料の月額 

基本料金 人数割 

一般世帯 1世帯当たり

3,000円 

世帯員数×500円 

店舗及び事業

所等 

1営業店又は1事

業所当たり

3,000円 

公民館・集会施設 建築延面積×0.055×500円 

体育館 建築延面積×0.045×500円 

老人福祉センター・児童福祉施設等 建築延面積×0.055×500円 

美術館・資料館等 建築延面積×0.075×500円 

老人ホーム・介護施設・ユースホステル 定員×500円 

ホテル・旅館等(宴会場を有しない場合) 建築延面積×0.075×500円 

ホテル・旅館等(宴会場を有する場合) 建築延面積×0.15×500円 

病院 ベッド数×定数6×500円 

医院・診療所 建築延面積×0.11×500円 

マーケット 建築延面積×0.075×500円 

店舗 建築延面積×0.06×500円 

飲食店 建築延面積×0.24×500円 

喫茶店 建築延面積×0.11×500円 

パチンコ店・ゲームセンター 建築延面積×0.11×500円 

カラオケボックス 建築延面積×0.11×500円 

テニスコート・プール(し尿のみ) 総便器数×500円 

駐車場・車庫 総便器数×500円 

ガソリンスタンド 建築面積×0.06×500円 

保育所・幼稚園・小学校・中学校・給食センター (児童・生徒数＋教

職員数)×0.2×500円 

高校 (生徒数＋教職員数)×0.25×500円 

事務所・事業所 建築延面積×0.06×500円 

工場・作業所(厨房有り) 従業員数×0.75×500円 

工場・作業所(厨房なし) 従業員数×0.3×500円 

集荷場 建築延面積×0.06×500円 

倉庫 建築延面積×0.02×500円 

公衆便所 総便器数×500円 

地区集会所・消防屯所 無し 

備考 1 一般世帯において、店舗及び事業所等と併用している場合には、一般世帯の使用料に店舗及び事業

所等の人数割を加算する。ただし、排水設備をもたない施設は、この限りでない。 

2 店舗及び事業所等については、「負担金(分担金)使用料算定における運用基準」による。 

3 店舗及び事業所等の人数割算定式中「建築延面積×係数」に小数点以下の端数が生じた場合その数

が1に満たない場合は1とし、その係数が1を超える場合で1に満たない端数が生じたときはその端数

を切り捨てる。 

4 店舗及び事業所等の用途がこの表にない場合は、類似する用途の算定式を用いて使用料を算定す

る。 

上記により算出した額に、消費税及び地方消費税を加算した額。 



①有形固定資産減価償却率
類似団体平均値より低くなっている。現在、法定耐
用年数を経過した管渠はない。

②管渠老朽化率
法定耐用年数を超えた管渠延長はないため、0％と
なっている。

③管渠改善率
現在、法定耐用年数を経過した管渠はないが、更新
等の財源確保、更新費用等削減のための計画的な管
渠の点検及び維持管理を行うため、ストックマネジ
メント計画を策定した。

2. 老朽化の状況

全体総括

　本町の公共下水道事業は、生活環境の改善、公共
用水域の水質保全を図るため、市街地を中心に整備
を進めている。
　維持管理・受付業務においては、各処理場の運
転・保守管理や、各支所窓口業務において、民間委
託を活用することで、サービスの向上、効率的な施
設の維持管理を行い、経費削減に取り組んでいる。
　しかし、人口減少による料金収入の減少、施設・
整備の老朽化に伴う施設の更新投資や、多額の企業
債償還が見込まれることから、今後も計画的な維持
管理や適切な事業選択などにより、経営のさらなる
効率化を図り、健全かつ持続可能な下水道事業経営
に努める。

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。

8,427 3.51 2,400.85 【】 令和5年度全国平均

処理区域面積(km
2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
) －

2. 老朽化の状況について

類似団体平均値（平均値）

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①経常収支比率
維持管理費や企業債支払利息等の費用を使用料収入
や一般会計からの繰入金等の収益で賄えている。
②累積欠損金比率
累積欠損金は発生していない。
③流動比率
流動資産で流動負債を賄えていない状況である。今
後も接続率の向上及び経費の削減等に努め、支払能
力を高める必要がある。
④企業債残高対事業規模比率
類似団体平均値を上回っている。将来的な財政負担
を見据えた財政運営により、可能な限り企業債残高
の縮減を図っていく必要がある。
⑤経費回収率
汚水処理に係る費用が使用料の収入により賄われて
いない状況である。接続率の向上及び経費の削減等
に努めていく。
⑥汚水処理原価
類似団体と比較し高い値となっている。投資の効率
化や維持管理費の削減、接続率の向上による有収水
量の増加等の取組みが必要である。
⑦施設利用率、⑧水洗化率
類似団体と比較し低い値となっている。接続率向上
に対する取組みが必要である。

資金不足比率(％)

- 65.20 45.83 100.00 4,950

自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円)

18,526

処理区域内人口(人)

276.33 67.04 ■ 当該団体値（当該値）法適用 下水道事業 公共下水道 Cd2 非設置

経営比較分析表（令和5年度決算）
福島県　会津美里町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
) グラフ凡例

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 - 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 - 1.65 0.14 0.09 0.10

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 - 101.07 101.69 101.22 100.00

平均値 - 107.21 107.08 107.19 107.04

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 - 3.60 7.08 10.25 13.48

平均値 - 12.70 14.65 22.89 23.37

0.00

0.02

0.04

0.06

0.08

0.10

0.12

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 - 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 - 0.00 0.10 0.00 0.00

①経常収支比率(％)

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

45.00

50.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 - 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 - 43.71 45.94 31.07 37.43

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 - 40.27 50.28 47.85 56.20

平均値 - 40.67 47.70 51.09 57.42

0.00

500.00

1,000.00

1,500.00

2,000.00

2,500.00

3,000.00

3,500.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 - 3,215.87 2,900.45 2,676.42 2,202.63

平均値 - 1,050.51 1,102.01 1,194.56 1,174.61

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 - 84.60 89.99 87.84 77.80

平均値 - 82.65 82.55 76.78 75.41

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 - 197.18 196.14 207.72 274.72

平均値 - 186.30 188.38 224.31 223.48

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 - 33.75 34.37 34.97 35.10

平均値 - 50.53 51.42 47.32 48.03

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 - 48.01 51.18 52.71 53.46

平均値 - 82.08 81.34 81.33 80.95

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【105.91】 【3.03】 【78.43】 【630.82】

【95.91】【58.94】【138.75】【97.81】

【41.09】 【8.68】 【0.22】



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

会津美里町下水道事業_公共下水道事業 （単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

2026年度

１． (A) 117,671 118,260 120,198 122,242 124,320 126,433 128,582 130,768 132,991 135,252 137,552 139,890
(1) 117,591 118,189 120,198 122,242 124,320 126,433 128,582 130,768 132,991 135,252 137,552 139,890

下 水 道 使 用 料 117,591 118,189 120,198 122,242 124,320 126,433 128,582 130,768 132,991 135,252 137,552 139,890
(2) (B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(3) 80 71 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 278,123 273,962 260,386 263,991 284,831 272,834 273,458 302,445 311,058 299,704 311,449 312,451
(1) 129,560 141,855 130,624 131,193 150,560 136,540 136,885 158,739 162,278 145,110 150,331 153,379

他会計補助金 120,393 122,055 130,624 131,193 143,894 136,540 136,885 152,073 155,612 145,110 150,331 153,379
その他補助金 9,167 19,800 0 0 6,666 0 0 6,666 6,666 0 0 0

(2) 148,385 132,105 129,760 132,796 134,269 136,292 136,571 143,704 148,778 154,592 161,116 159,070
(3) 178 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

(C) 395,794 392,222 380,584 386,233 409,151 399,267 402,040 433,213 444,049 434,956 449,001 452,341
１． 362,128 357,092 348,737 355,052 376,918 371,222 376,447 405,240 416,284 410,239 424,245 427,808
(1) 15,958 19,328 17,784 17,962 18,142 18,323 18,507 18,692 18,879 19,068 19,259 19,451

基本給 8,930 10,077 10,058 10,159 10,261 10,364 10,468 10,573 10,679 10,786 10,894 11,003
退職給付費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他 7,028 9,251 7,726 7,803 7,881 7,959 8,039 8,119 8,200 8,282 8,365 8,448

(2) 95,353 112,874 108,919 109,358 127,984 117,917 122,642 137,007 137,469 119,753 120,223 124,972
動 力 費 12,038 16,754 11,048 11,158 11,270 11,383 11,497 11,612 11,728 11,845 11,963 12,083
修 繕 費 7,785 9,740 22,035 22,256 22,479 22,704 22,931 23,160 23,392 23,626 23,862 24,101
材 料 費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
流域下水道維持管理負担金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
そ の 他 75,530 86,380 75,836 75,944 94,235 83,830 88,214 102,235 102,349 84,282 84,398 88,788

(3) 250,741 224,890 222,034 227,732 230,792 234,982 235,298 249,541 259,936 271,418 284,763 283,385
(4) 76 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 30,521 32,235 28,944 28,270 29,698 26,954 25,593 27,973 27,765 24,717 24,756 24,533
(1) 29,449 28,462 28,294 27,762 26,851 25,973 24,336 24,813 24,763 24,360 24,563 24,080
(2) 1,072 3,773 650 508 2,847 981 1,257 3,160 3,002 357 193 453

(D) 392,649 389,327 377,681 383,322 406,616 398,176 402,040 433,213 444,049 434,956 449,001 452,341
(E) 3,145 2,895 2,903 2,911 2,535 1,091 0 0 0 0 0 0
(F) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(H) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3,145 2,895 2,903 2,911 2,535 1,091 0 0 0 0 0 0
(I) 15,860 18,755 21,658 24,569 18,645 28,195 19,736 19,736 19,736 19,736 19,736 19,736
(J) 137,719 178,311 171,732 161,163 150,440 135,831 136,375 136,893 138,125 138,719 139,704 140,649

54,402 33,456 33,456 33,456 33,456 33,456 33,456 33,456 33,456 33,456 33,456 33,456
(K) 257,987 261,228 264,331 264,126 259,789 249,829 240,419 217,721 199,669 179,936 176,644 171,479

222,440 225,681 228,784 228,579 224,242 214,282 204,872 182,174 164,122 144,389 141,097 135,932
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

13,280 13,280 13,280 13,280 13,280 13,280 13,280 13,280 13,280 13,280 13,280 13,280
( I )

(A)-(B)

(L) - - - - - - - - - - - -

(M) 117,671 118,260 120,198 122,242 124,320 126,433 128,582 130,768 132,991 135,252 137,552 139,890

- - - - - - - - - - - -

(N) - - - - - - - - - - - -

(O) - - - - - - - - - - - -

(P) 117,671 118,260 120,198 122,242 124,320 126,433 128,582 130,768 132,991 135,252 137,552 139,890

- - - - - - - - - - - -

営 業 外 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 収 益

2027年度 2032年度 2033年度 2034年度 2035年度2028年度 2029年度 2030年度 2031年度

そ の 他

収 入 計
そ の 他

減 価 償 却 費

営 業 外 費 用
資 産 減 耗 費

経 費

支 払 利 息

職 員 給 与 費

補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

営 業 費 用

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

収

益

的

支

出

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ） -- - - - - - - - - - -

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健 全 化 法 第 22 条 に よ り 算 定 し た
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地 方 財 政 法 施 行 令 第 15 条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

会津美里町下水道事業_公共下水道事業 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

2026年度

１． 62,700 112,471 104,488 97,448 101,980 63,380 169,085 136,080 108,730 123,800 78,003 78,003

42,000 53,000 56,000 54,000 54,000 50,000 43,000 38,000 14,000 0 0 0

２． 97,600 100,000 98,000 55,000 55,000 55,000 58,000 49,000 46,000 33,000 11,000 7,000

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５．

６． 12,002 19,347 15,169 37,688 42,220 7,620 126,085 98,080 94,730 123,800 78,003 78,003

７．

８． 12,685 12,323 9,548 8,160 5,980 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000

９．

(A) 184,987 244,141 227,205 198,296 205,180 130,000 357,170 287,160 253,460 284,600 171,006 167,006

(B)

(C) 184,987 244,141 227,205 198,296 205,180 130,000 357,170 287,160 253,460 284,600 171,006 167,006

１． 56,837 81,301 81,482 81,136 90,200 21,000 252,170 196,160 189,460 247,600 156,006 156,006

8,729 8,904 9,082 9,264 9,449 9,638 9,831 10,028 10,229 10,434 10,643 10,856

２． 219,618 222,440 225,681 228,784 228,579 224,242 214,282 204,872 182,174 164,122 144,389 141,097

３．

４．

５． 0

(D) 276,455 303,741 307,163 309,920 318,779 245,242 466,452 401,032 371,634 411,722 300,395 297,103

(E) 91,468 59,600 79,958 111,624 113,599 115,242 109,282 113,872 118,174 127,122 129,389 130,097

１． 89,391 55,088 75,581 108,416 109,781 112,105 98,183 105,319 109,926 116,231 122,661 123,369

２．

３．

４． 2,077 4,512 4,377 3,208 3,818 853 11,099 8,553 8,248 10,891 6,728 6,728

(F) 91,468 59,600 99,958 111,624 113,599 115,242 109,282 113,872 118,174 127,122 129,389 130,097

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(H) 2,447,803 2,337,834 2,216,641 2,085,305 1,958,706 1,797,844 1,752,647 1,683,855 1,610,411 1,570,089 1,503,703 1,440,609

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

117,506 119,160 127,721 128,282 141,359 135,449 136,885 152,073 155,612 145,110 150,331 153,379

117,506 117,260 120,568 122,698 123,374 124,663 123,063 130,650 135,921 141,186 148,210 148,395

0 1,900 7,153 5,584 17,985 10,786 13,822 21,423 19,691 3,924 2,121 4,984

97,600 100,000 98,000 55,000 55,000 55,000 58,000 49,000 46,000 33,000 11,000 7,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

97,600 100,000 98,000 55,000 55,000 55,000 58,000 49,000 46,000 33,000 11,000 7,000

215,106 219,160 225,721 183,282 196,359 190,449 194,885 201,073 201,612 178,110 161,331 160,379

2035年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度

計

そ の 他

2032年度 2033年度 2034年度

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

2034年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

資 本 的 収 支 分

2028年度 2029年度 2030年度 2031年度2027年度本年度

う ち 職 員 給 与 費

2035年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

2032年度 2033年度



会津美里町下水道事業_公共下水道事業

供用開始年月日 平 成 16 年 3 月 31 日

処理区域内人口 8,286人

自 令 和 8 年 4 月
至 令 和 13 年 3 月

（5年間）

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

117,591 124,355 124,355

0 0 0

80 0 0

117,671 124,355 0 124,355

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

0 0 0 0

諸 手 当 0 0 0 0

福 利 費 0 0 0 0

1,498 4,326 0 4,326

0 0 0 0

0 0 0 0

11,491 12,307 0 12,307

90 130 0 130

13,079 16,763 0 16,763

給 料 0 0 0 0

諸 手 当 0 0 0 0

福 利 費 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

給 料 0 0 0 0

諸 手 当 0 0 0 0

福 利 費 0 0 0 0

12,038 11,271 0 11,271

6,287 18,155 0 18,155

0 0 0 0

541 570 0 570

49,970 53,518 0 53,518

484 702 0 702

69,320 84,216 0 84,216

給 料 8,930 10,262 0 10,262

諸 手 当 4,502 4,835 0 4,835

福 利 費 2,526 3,046 0 3,046

0 0 0 0

6,342 6,792 1,212 5,580

7,685 9,592 0 9,592

29,985 34,527 1,212 33,315

14,375 26,643 26,643 0

一
 

般
 

管
 

理
 

費

薬 品 費

小 計

流域下水道管理運営費負担金

委 託 料

小 計

資
支 払 利 息

処
理
場
費

そ の 他

委 託 料

人
件
費

動 力 費

人
件
費

小 計

人
件
費

そ の 他

委 託 料

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

路 面 復 旧 費

委 託 料

そ の 他

小 計

ポ
ン
プ
場
費

管
渠
費

人
件
費

給 料

そ の 他

修 繕 費

材 料 費

修 繕 費

材 料 費

薬 品 費

原価計算表

項 目

使 用 料 (X)

金　　　　　　　　額

金　　　　　　　　額

収　入　の　部

支　　出　　の　　部

項 目

受 託 工 事 収 益

そ の 他

合 計

計算期間



　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

金　　　　　　　　額
支　　出　　の　　部

項 目

0 96,230 96,230 0

0 0 0 0

14,375 122,873 122,873 0

126,759 258,379 124,085 134,294

86,607

220,901

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 0.56

＜使用料水準についての説明＞
資産維持費については、「下水道使用料算定の基本的考え方（2016年度版）」（公益社団法人日本下水道協会）を参考に、計画期間中に
見込まれる減価償却費（長期前受金戻入控除後）に機能向上率として0.9を乗じた額としている。

１　投資・財政計画計上額（Ａ）欄は、直近の料金算定期間内における平均値を記載すること。
２　起債償還額が減価償却額を超えるときは、当分の間、その差額を一般管理費のその他の欄に記載して差し支えないこと。
３　資産維持費は、将来の更新需要が新設当時と比較し、施工環境の悪化、高機能化（耐震化等）等により増大することが見込まれる場
合に、使用者負担の期間的公平等を確保する観点から、実体資本を維持し、サービスを継続していくために必要な費用（増大分に係るも
の）を、適正かつ効率的、効果的な中長期の改築（更新）計画に基づいて算定し、計上するもの。そのため、資産維持費（Ｚ）欄は、「下水
道使用料算定の基本的考え方（2016年度版）」（公益社団法人日本下水道協会）を参考に、所有している資産の規模、経営環境等の実情
に応じ、料金算定に適切に反映すべき費用を記載すること。

小 計

合 計 (Y)

資 産 維 持 費 （ Z ）

使 用 料 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

企 業 債 取 扱 諸 費

資
本
費

減 価 償 却 費
（ 長 期 前 受 金 戻 入 控 除 後 ）




